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報告「環境学の俯瞰」の英訳業務

⑩

　

一式

別紙仕様書の通り

　

平成２７年３月３０日（月）

　

平成２７年３月２日（月）12:00まで

（郵送の場合は２月２７日(金）9:00まで）

　

　

○参加資格：平成２５・２６・２７年全省庁統一参加資格

○参加者は、見積書の提出をもって

「暴力団排除に関する誓約事項」（別記）に誓約したものとする。

○その他：別添の「オープンカウンター方式について」を参照

競争に参加する者
に必要な資格及び
注意事項 　　　　　　　　「役務の提供等」Ａ～Ｄ等級に格付けされている者。

管 理 課 用 度 ・ 管 理 係

平 成 27 年 2 月 20 日

日 本 学 術 会 議 事 務 局

件　　　　　　名

〒106-8555
東京都港区六本木7-22-34
内閣府日本学術会議事務局管理課用度・管理係
℡03-3403-1930

　

数　　　　　　量

ボ ッ ク ス 番 号

履　行　期　限

担　当　者　名 総括係　瀧澤、楠本

仕様書問合わせ先 内閣府日本学術会議事務局国際担当

作　業　内　容

見 積 提 出 期 限

見積書提出先及び
仕様書交付先

担　当　者　名 用度・管理係　佐藤、西田



仕   様   書 
 
１ 件名 
   報告「環境学の俯瞰」の英訳業務 
 
２ 目的 
   気候変動や生物多様性の減少等の現実の環境問題の解決に向けて、環境

学と社会的な課題の間を繋ぐ何らかの仕組みを作るため、国際科学会議

（ICSU）が主体となってフューチャーアース（FE）プログラムが立ち上

がった。日本学術会議も昨年から、FE 研究プログラムの恒久国際事務局を

担う組織の一つとして、その活動を始めている。 
   今後、日本学術会議が FE 国際事務局として国際シンポジウムや

committee を主催することが予定されている。本業務は、信頼のおける高

度に専門的な翻訳事業者を活用し、日本学術会議から発信した報告「環境

学の俯瞰」の英訳を行い、報告書の内容を正確に海外に情報を発信するた

めのツールとして会場で配布する等活用をすることを目的とする。 
 
 
３ 履行期限 
   平成２７年３月３０日（月） 
 
４ 業務内容 
 （１）日本学術会議が平成２６年９月２６日に発出した報告「環境学の俯瞰」 

を英語に翻訳すること。 
 翻訳を行うべき原稿（全文）については、落札者に対し、電子データ

（PDF 形式）にて支給する。（※ホームページから見ることもできる。

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-h140926.pdf ） 
尚、翻訳に当たっては、内閣官房 Translations of Japanese Laws and 
Regulations 法令翻訳データ集を参照にしながら作業に当たること。 

  
 （２）本文書の翻訳実施に当たっては、政府の公式な文書として、さらに学 

術論文としての正確さ、厳密さが求められることから、これらに十分に

留意しながら翻訳を行い、ネイティブチェッカーによる校正を厳格に行

うこと。なお、チェックを行うネイティブは、英米の大学院等で修士号

を取得した者が望ましい。 
 
 （３）受注者は、契約締結後、速やかに支出負担行為担当官が指定する職員

（以下、「監督職員」という。）と協議して、「業務スケジュール予定表」

（様式自由）を作成し、監督職員の了解を得ること。受注者は、「業務ス

ケジュール予定表」に従った業務の進行管理を行い、都合により予定を

変更する必要がある場合は、監督職員と十分協議の上、履行期限の範囲

内で調整することとする。 
 



 （４）受注者は、「業務スケジュール予定表」に基づき成果物を電子媒体で計

画的に提出すること。成果物の提出に当たっては、監督職員の指示に従

い、所定の体裁に整えて提出すること。 
 
 （５）受注者は、業務の実施に当たり、翻訳の文法表現、翻訳使用に疑義の

ある学術用語及び「法令翻訳データ」に記載のない固有名詞等について

は、３案程度の翻訳案を提示し、監督職員と協議した上で使用を決定す

ること。また、監督職員が本文書の翻訳の質の向上等を目的として翻訳

の修正又は翻訳のやり直しを支持した場合は怠りなくこれに従うこと。 
 
５ 履行体制及び実施の条件 
（１） 受注者は、本業務の実施に当たり、履行期限等、本仕様書に定める事項

を遵守すること。 
（２）受注者は、業務の実施に当たり、我が国の大学又は研究機関等における

環境学又は環境学に近い分野の学術論文の翻訳業務の受注経験を有する

優秀な翻訳者を必要人数確保し、本業務に従事させること。 
（３）受注者は、随時又は監督職員等の求めに応じ、本業務の進行状況を監督

職員に報告すること。 
（４）受注者は、不測の事態により、「業務スケジュール予定表」に定められた

期日までに業務を終了することが困難と見込まれる場合は、遅滞なくそ

の旨を発注者へ連絡し、その指示に従うこと。 
   この場合、受注者は、業務の遂行が困難となった事情を速やかに解決し、

業務の遅れを回復するよう努めなければならない。 
（５）受注者は、業務の実施に当たって、監督職員等と適時打ち合わせを実施

し、疑義が生じた場合には、監督職員等と協議すること。 
 
６ 納品成果物（最終版） 
  電子媒体にて、以下のとおり提出すること。 
   形式：CD-R 2 枚 
   記録データ：Word 形式（バージョンについては、落札者と協議する。） 
   書式：A４判、ダブル・スペース、23 行、表紙あり 
 
７ 成果物の納入場所 

   〒106－8555 東京都港区六本木７－２２－３４ 

   担当：日本学術会議事務局参事官（国際業務）担当室総括係 

 

８ 成果物の著作権等 

（１）本業務の遂行により生じた著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条に定め

られた権利を含む）は、すべて日本学術会議事務局に帰属するものとする。 
 
（２）第三者が、当局において権利を有する著作物（写真等）を使用する場合

には、著作権、肖像権等に厳重な注意を払い、当該著作物の使用に関して

費用の負担を含む一切の手続きを受注者において行うものとする。 



 
（３）本仕様書に基づく業務に関し、第三者との間で著作権に係る権利侵害の

紛争等が生じた場合には、当該紛争等の原因が専ら日本学術会議事務局の

責めに帰する場合を除き、受注者は自らの責任と負担において一切の処理

を行うものとする。 
 
９ 照会先 
  本仕様書に関する照会先は、以下のとおり。 
 担当：日本学術会議事務局 国際担当 総括係 瀧澤、楠本 
 電話：03-3403-5731  ＦＡＸ：03-3403-1755 
 
 






